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イノベーーション促進に有効な組織のあり方を，特許明細書における発明者や技術分類の共起情報を用いるこ

とで考察した．近年出願件数が伸びている花王株式会社の食品関連の特許群を分析事例として，下記のよう
な事項が確認できた．

・技術融合度の変化と発明者グループの変化からイノベーションの状況をとらえられる．
・特許出願が急激に増えた技術分野では異分野人材の融合がある．
・技術開発の変遷により技術融合度合が変化し，発明者グループも変化する．

・最大の発明者グループの活動状況がイノベーション促進に関係する．

1．はじめに

　近年，国際競争力を強化するために，イノベー

ション促進の仕組みに関する多くの研究がなさ

れているが，どのような研究組織が良い組織なの

か，正解を決めるのは難しい．技術開発力の強い

優良企業の取り組み・体制を推測することが可能

であれば，イノベーション促進のための組織体制

に有用な情報となる．ところで，イノベーション

の成果として生まれた発明を権利として一定期

間独占するために出願するものが特許出願であ

り，企業における研究開発活動においては，発明

した技術によって市場における先駆者利益を得

るためにも，特許出願は最も重要な活動である．

イノベーションの尺度としては，論文が重要視さ

れることが多く，また特許出願が困難な技術分野

もあるが（たとえば医療方法など），企業におい

ては技術開発の成果を独占する上で，特許は論文

と同等以上に重要視されていること，特許出願に

あたっては他の発明との顕著な違い（新規性・進

歩性）が求められ特許庁による審査を受けること，

多くの技術分野において特許出願が可能である

ことから，特許はイノベーション尺度として重要

な指標となると考えられる．特許は，一定期間後

に一定形式で公開され，あらゆる技術分野を包含

することから，重要かつ解析に適した技術情報で

あり，特許情報を解析することによって，効率的

に漏れなく技術開発の動向を知ることができる．

筆者らは，特許情報から得られる発明者の情報

を元に，発明者グループを解析し，企業の研究開

発の状況を明らかにすることが可能であること

を示してきた［日［2］．また，その中で，特定の技

術分野（化粧品分野）において，企業の研究開発

の体制を推測し，国内企業と外国企業の間に研究

開発の組織体制において明確な差異があるとい

う，ヒアリングなどによる社会学的分析な結果と

一致することを示した［3］．本稿では，技術開発

力の強い優良企業として注目され，多くの分析事

例がある花王株式会社をモデルとして，近年急速

に伸びた技術分野において，イノベーションが促

進される研究開発組織のあり方を分析した．具体

的に分析対象とする特許は，1989年から2008年

に日本国内で出願され，2009年6月21日現在公

開されていた花王株式会社出願の公開特許情報
である．

　「概念グラフ」は，［4］において提案されたテキ

ストマイニングの手法であり，技術文書群におけ

る単語の上位下位関係を可視化する．筆者らは，

これを特許明細書に適用し，出願人，発明者，特

許分類番号（IPC）およびキーワー一一ドの共起情報

を見ることで企業の研究開発活動を分析してき

た．概念グラフでは，出現頻度の高い単語uと低

い単語vについて，vを含む文書のうちαの比率

でuが共起しているとき，αを閾値としてuはv
の上位であるという．例えば，α＝0．5の場合，v

が現れる文書の過半数においてvよりも出現頻度

の多い単語uが現われているとき，uをvの上位

という．上下関係にある全ての単語の間に枝を描

くと繁雑で見づらい図となる。そこで，vの上位

の単語の中で再下位のもの，すなわち隣接上位の

単語だけに枝を引く。特許明細書を対象文書群と

し，企業名を検索条件とし，単語として発明者を

考えた場合，得られる概念グラフはその企業にお
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ける発明者の関連を表し，出願件数の多い発明者

が上位（左側）に現れ，共同発明を行った出願件

数の少ない下位の発明者がその右側に現れるグ

ラフが得られる．これにより出願件数の多い主た

る発明者を中心とするグループ階層やグループ

間のつながりをみることができる．

　これに対し，発明者をノードとし，共同発明を

した二人の発明者にエッジを描く無向グラフを

「関連図」と呼ぶ．頻度を意識せずに発明者の関

連を固まりとして捉えるには，上位下位概念を含

む「概念グラフ」ではなく，単純な共起情報を可

視化する「関連図」の方が適当な場合もある．

　本稿では，年ごとの出願件数，出願件数の伸び

率，発明者数などの基本データの他に，発明者，

特許分類番号，キーワード等をノード，その間の

関連にエッジを描く　「概念グラフ」や「関連図」

を利用して，イノベーションが盛んな分野の研究

組織の分析をおこなった．

2．花王株式会社における技術分野別イノベー

　　ション促進の状況

　本稿では，特許出願件数をイノベーション促進

の状況を評価する指標とし，特許出願が増加する

組織の要因を検討する．なお，解析においては，

以下の4点を仮説とした．

①イノベーションの進んだ（特許出願件数が急

　　激に増えた）技術分野では異分野人材の融合

　　がある．

②技術開発の変遷により，異分野の技術融合度

　　合が変化する．

③異分野の技術融合度合の変化は発明者グルー

　　プ（組織体制）の変化に関係する．

④主要な発明者グループの活動状況がイノベー

　　ション促進に寄与する．

　本稿で分析対象とする2007年以前には，花王

株式会社の事業分野は家庭用製品事業（衣料用洗

剤，紙おむつ，食品等），化粧品事業，工業用製

品事業であり，技術的にも多岐にわたっている．

各事業における収益や個別の出力技術について

は，有価証券報告書にも記載があるが，各事業に

おける技術開発のウェイトなどは不明である．

　そこで，主な事業に関する技術分野別特許出願

件数推移を行うことによって伸びている分野（成

長期にある分野），伸びは止まったもののコンス

タントな技術開発がおこなわれている分野（成熟

期にある分野），事業として主力をしなくなった

／すでに事業を撤収した分野（衰退期にある分

野）を確認した（図1）．なお，各事業に関する

技術分野は，特許明細書中の国際特許分類（IPC）

で特定した．また，本解析では，2009年6月時点
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　　　　　図1：技術分野別出願件数推移

　　　表1：各分野の直近3年間の出願件数伸び率

　　　　技術分野：1PC　　　　3年間伸び率

　　　衛材品：A61Fs　A61F13　　　191％

　　　化粧品：A61K7A61K8　　　117％

　　　　　　　　　　　　　9796
　　　　　食品：A23　　　　　　164％

で公開されていた特許情報での解析であるため，

特許制度上2007年，2008年の出願の多くは未公

開であり参考値となる．表1は3年間の伸び率
（2004～2006年出願数合計／2001～2003年出願

数合計）を表す．図1および表1から，衛血忌（紙

おむつ，生理用品）分野が1999年以降，食品分

野が2002年以降に出願件数が大幅に伸びている

ことが分かる．特に食品分野は，2003年に「ヘル

シア飲料」が発売され，花王株式会社での新規事

業への参入が話題となった分野である．そこで，

この分野を事例として，花王株式会社におけるイ

ノベーション促進の状況と研究組織を分析した．

3．発明者の技術的背景とイノベーション促進

　技術開発における発展・イノベーションを促進

するためには，技術的に異種の分野間の交流が重

要と言われており，政府を中心として，イノベー

ションに関する異分野の融合や，知識融合への調

査・検討も行われている［5］［6］，花王株式会社

の食品分野は，その製品群から「エコナ：食用油

脂」と「ヘルシア：飲料」が主要技術開発ターゲ

ットとして考えられる．特に2002年にこの分野

での出願件数が増大しているのは，2003年に事業
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　　　　図2：花王株式会祉における食品分野の状況
　　　出願件数（棒グラフ）と発明者数（折れ線グラフ）
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進出した「ヘルシア：飲料」の技術開発であるこ

とが類推される．そこで，食品分野の発明者と異

分野知識の融合，イノベーション促進の状況につ

いて分析した．図2に示した通り，2002年に飲料

分野の出願件数が増大しているのと同時に食品

分野全体の発明者数が急激に増加している．発明

者を増すには，外部機関（他社）から専門家を採

用する，社内他部門から研究員を導入する，新人

を採用する，などの方法が考えられる．食品分野

において，どういう技術的背景を持った発明者が

増強されたのかは，その後の出願件数の多い主た

る発明者の，この分野に出願する以前の発明を知

ることによって類推できる．そこで，2002年以降

にこの分野で多くの出願した発明者がどういう

技術的背景をもった発明者の集まりなのかを知

ることを目的とし，発明者名をクエリとして2001

年以前の概念グラフを作成した（図3）．主たる

発明者が，専門性を請われて他社からの中途採用

された場合，もしくは新卒者の配属の場合には，

概念グラフを作成しても発明者名は現れず，社内

他部門からの異動であれば，各発明者の技術的背

景が用語として表示されることになる．図3では

クエリとして投入した発明者名は，別々のグルー

プとして現れていることから，飲料分野に投入さ

れた主たる発明者は社内からの異動によるもの

であり，外部機関からの採用ではないこと，発明

者の技術的背景は多岐にわたっていること，が明

確となった．また，主たる発明者が過去に所属し

ていた発明者群に示される技術用語が，新たに所

属する発明者群においても共通して見受けられ

ることもわかった．たとえば，図3における発明

者グループAでは「味」に係る用語が，発明者グ

ループBでは「付加，触媒」といった物質の合成

や生成に係る用語が現われており，前者はカテキ

ンの苦味改善技術開発に，後者はカテキンの製造

方法等の技術開発に係るなど，その後の技術開発
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図3：食品分野における主たる発明者の、過去の発明者グteフ’での用語

に活かされていることから，投入する発明者の選

定（技術的背景）は，かなり意図的に行われてい

ることがうかがえる．

概念グラフの解析結果により，花王株式会社で

は，様々な技術的背景を持つ多くの研究員を短期

間で集め，その後の研究開発に活かされている．

これは，技術融合が急速に進みイノベーションが

促進され出願件数を増大させた要因と考えられ
る．

4．技術融合度とイノベーション促進

　坂田［7］によれば，特許に記載されている技術

分類（IPC）を解析することによって，異分野技

術の融合度合が3パターン（MIX：異なった技術

要素を含むケース，ONLY：同一分野内の複数技術

要素を含むケース，MONO：単一技術要素に立脚す

るケース）に分類できること，それらのパターン

は研究開発活動の進展とともに変化し，技術の成

熟度が進むにつれて目的が定まるため，MIX型の

特許は減少し，それに伴ってONLY型やMONO型が

増加し，最終的にはMONO型が支配的になってい

くと報告している．本稿では，イノベーションの

促進の結果，技術開発の変遷が進むにつれて，技

術融合度合が変化すると考え，坂田の手法により

食品分野の解析を行った（図4）．坂田は，技術

融合の指標として，特許情報（公報）に記載され

た筆頭に記載されたIPCを用いた技術集合を作成

して解析を行っているが，本件においては関連す

る技術全体の流れを把握することを目的とし，公

報記載の全IF℃を元に異分野技術の融合度合を解

析している．

　図4より，出願の傾向が変化する際に，異分野

技術の融合度合に変化が表れていることがわか

る．すなわち，食品分野は2002年に技術の融合

度が大きく変化するとともに，出願件数が増大し

ており，技術開発の進展と共に技術分野のターゲ

ットが絞られONLY，　MONOが増加している．

　本検討の解析結果より，開発の初期段階では異

分野技術の融合度合が高い「異分野融合型：MIX
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図4：食品分野での異分野技術の融合度合とイノベーション促進
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型」の研究開発体制であるが，開発の段階が進む

につれて，「複数技術融合型：ONLY型」，「単一技

術要素型：MONO型」へとシフトし，出願ターゲッ

トの絞り込みと出願件数の増加が見られた．すな

わち，技術開発の変遷により技術融合度合が変化

し，異分野技術の融合の結果としてイノベーショ

ンが促進され出願件数が増大するが，それととも

に技術開発のターゲットが絞られていくという

研究開発活動の変遷を確認できた．

5．技術開発の変遷と発明者ネットワークの変

化

企業活動において，事業が成長期か成熟期かと

いった市場における位置づけや，その事業に関す

る企業の注力度によって，研究組織が変化し研究

開発投資にも影響することが考えられる．筆者ら

は，花王株式会社での化粧品分野の技術開発にお

いて，発明者の関連性を基に作成した概念グラフ

を作成することにより研究開発体制を推測可能
であることを報告している［3］．

図5は，食品分野における発明者の概念グラフ
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ループは，2000年前後で大きなグループにまとま

る変化が起きている．しかし，2003年では，少し

ずつ関連がある小さな複数のグループに分かれ，

更に2006年にはそれら発明者グルー・プ間が独立

している．これらの結果を技術の融合度合と比較

すると，MIX型が増大している時期と発明者グル

ープがまとまった時期がほぼ一致し，MIX型が減

少し㎝LY・MONO型が増加した時期と発明者グル

ープが分かれた時期にほぼ一致している．すなわ

ち，技術開発の方向性が定まる前は，様々な技術

を取り入れるため技術融合性がMIX型となり発明

者間の関連性が複雑となるフレキシブルな研究

開発体制であるのに対し，技術開発の方向性が決

まることによって技術が単一的・同方向的となり

技術融合性がONLY・MONO型へ変化するとともに，

発明者グループが決まり固定化された研究開発

体制へと変化したものと考えられる．

次に，発明者グループの活動状況を発明者のネ

ットワークにおける連結成分の規模として捉え，

イノベーション促進の状況を分析した．特に発明

者グループのうち，最大のグループに注目して解
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　　　　　　　　　　　図6：花王株式会社の飲料分野における最大発明者群の活動状況

の経年変化を示したものである．1997年以前にお　　析を行った．図6は、特に飲料分野に絞ってイノ

いては，複数のグループに分かれていた発明者グ　　ベーション状況分析を行った結果である。ここで，

88
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発明者ネットワーク密度（density）とは，発明

者名をノード，共同発明関係をエッジとする無向

ネットワークの密度を表す．飲料分野においては，

2001年から2003年の間，全体の出願件数が増大

しており，そのうち最大発明者グループの寄与も

大きいことがわかる．しかし，その際の最大発明

者グループにおける発明者ネットワーク密度は

必ずしも高くないことから，多くの発明者が幅広

く様々な形で関連して技術開発に携わっている

様子がうかがえる．2004年には，発明者総数には

大きな減少はないものの，最大発明者グループの

発明者数が減少すると共に出願件数も減少して

いる．2004年時点では，最大発明者グループにお

ける発明者の発明者ネットワーク密度が増大し

ていることから，比較的小規模に密な関係の発明

者グループが各々別々に出願を行っていたこと

がわかる．この体制下では，全体の出願件数も減

少していることから，全体的にイノベーションが

停滞していた可能性がある．その後2005年から

は，再度最大発明者グループの発明者数が増加に

転じ，出願件数の増加に寄与しているがその際の

発明者ネットワーク密度はやはり低くなってい
る．

　以上の結果より，技術開発の変遷により，主要

な発明者グループの活動状況（特に発明者ネット

ワーク密度）が変化し，その結果イノベーション

の促進に変化が生じることが明確となった．また，

イノベーションを促進する研究開発体制には，多

くの発明者が，少しずつ関連して広くつながるこ

とが重要であることが示唆される．

6．関連研究

6．1特許情報とイノベーションに関する関連

研究

　市川ら［8］によれば，企業業績←・人当たり

の売上高）と知的成果物（発明者一人当たりの特

許出願件数）との間に高い相関関係がある．また，

後藤ら［9］は，特許庁「技術動向調査」に記載

されている重要特許の発明者情報を解析し，重要

特許には発明者数が多いという結果から，発明者

数が特許の質を測る指標として有効であると結

論付けている．そして，重要特許の発明者数が多

くなる理由としては，企業が重要と判断した技術

には多くの発明者が投入されること，異なる多く

の発明者がお互いの技術知識を利用して技術開

発を行った結果，価値が高い技術が生まれる可能

性があること，などをあげている．一方，技術イ

ノベ■・一ションと研究員の共同活動や組織体制に

ついて，西澤ら［10］は，Web情報を中心とした

発明者間の研究内容の関連や論文等から見られ
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る研究組織の協力体制を，地理的関係性の明示に

より把握しやすくするソフトウェアを作成し報

告している．また，松尾ら［ll］は，特定技術分

野における研究活動を分析する上で，人間関係ネ

ットワークの抽出が重要な基礎データになるこ

とを示唆している．また，鈴木らは［12］，特許デ

ータを用いたイノベーションの研究として，特許

請求虚数や引用文回数などを用いたサイエンス

リンケージ（発明者あるいは出願人による学術文

献の後方引用＝先行学術文献の引用）について，

発明者もしくは審査官の引用情報との関係を割

り出す手法を用いている．

　特許情報の発明者に注目した解析では，
Breitzman［13］らが，共同発明者間の関係を

co－inventor　brainmapとして可視化することを

提唱している．Breitzmanの報告では，この
Brainmapを特定の企業に用いることで，企業の研

究陣を推測している．また，研究開発グループと

キーパーソンの出願動向を把握する発明者間の

関係を自動生成するものとして，ツリー図で表す

システムが特許出願され商用化されている［14］．

　上記関連研究では，いずれも，イノベーション

促進と好ましい組織体制について具体的事例を

用いて関連づけた報告はされていないことから，

本検討は，組織とイノベーション促進の関連性に

ついて客観的情報（特許情報）から考察した新し

い試みと言えよう．

6．2花王株式会社に関する関連研究

　花王株式会社に関しては多くの研究事例がある．

楠木［15］，長谷川［16］による日本企業の強みを支

える組織構造及び製品開発プロセスに関する近

年の研究成果では，日本はシステムが複雑な技術

分野（自動車産業など）においては技術開発が優

れているが，システムが比較的単純な分野（化学，

日用品等）においては，相対的に競争力が弱く欧

米に後れを取っているとして，日用品分野におけ

る代表的な国内企業（花王）と外国企業（P＆G）

のブランド・マネジメント制というマーケティン

グ手法の違いを解析し，製品特性（システム複雑

度）だけでなく，企業成長の過程におけるブラン

ド戦略が組織構造や製品開発プロセスに及ぼす

影響について報告している．個別の製品開発の開

発過程や発明者に関する報告［17］［18］もあるが，

社員に対する直接インタビューを基に作成され

たものが多い．また，花王株式会社関係者により

経験談を基にした書籍［19］［20］や，経営幹部に

よるポリシーや技術開発体制について外部で講

演［21］も公開されている．これらの多くは直接

的な情報源を基に作成された，時間と労力をかけ
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たものとなっている．一方，本検討では，客観的

かつ入手しやすい特許情報を用いて，技術のつな

がりと発明者情報のつながりを関連づけること

により，企業における事業及び研究開発の発展と

イノベーション促進のための組織体制について

考察するものであり，客観的かつ簡便で有用な手

法であると考えている．

5．おわりに
　イノベーションの促進を目的として，多くのケ

ーススタディが行われている．一方，特許情報は，

個別案件の権利情報というだけでなく，技術のト

レンドやそこに関わる企業・研究機関の技術的位

置づけ，技術開発への投資の状況を知ることがで

きるため，さまざまな解析手法が検討されている．

しかしながら，それらの検討は統計的解析が基本

であり，発明者に注目した解析においても，主要

発明者の発見やグループの明確化までに限られ，

発明者のつながりの強さや関連性の上位下位構

造，ひいては研究開発体制と技術イノベーション

促進との関連性に言及するものではなかった．

　本稿では，特定企業を事例としてイノベーショ

ンを促進させる研究開発体制を考察し，その結果

①技術的背景の違う人材の投入などによる積極

的な異分野技術の融合がイノベーションを促進

する可能性があること，②イノベーションが促進

された技術分野では異分野技術の融合がなされ

ていること，③技術開発の変遷に沿って技術融合

度合が変化し，発明者グループの変化にも表れ，

研究開発体制の変化と捉えられること，④主要な

発明者グループの活動状況（特に発明者間の関連

性密度）がイノベーション促進に関係すること

を報告した．今回事例として用いた花王株式会社

は，食品分野において「短期間」に異分野技術の

融合を積極的に進める体制を敷くことによって，

飛躍的にイノベーションを促進し，その結果新規

事業を成功理に立ち上げたといえる．このことは，

新規事業への参入において，資源（人）投入と体

制作りにスピード（時間）が重要であることを示

唆する結果となった．今後，他の分野での検証や

定量的評価を行う予定である．
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